
一般社団法人南アルプス市観光協会職員の退職手当規程 

 

（目的）  

第１条 この規程は、南アルプス市観光協会職員の採用及び服務規程（以下「服務規程」

という。）第３２条の規定に基づき、協会の職員の退職手当等に関し、必要な事

項を定めるものとする。  

（適用範囲）  

第２条 退職手当は、勤続１年以上の服務規程第２条に規定する職員が退職し、又は解

雇されたときに支給する。ただし、服務規程第２７条第４号により懲戒解雇され

た者には、退職手当の全部又は一部を支給しないことがある。  

２ 継続雇用制度対象者については、定年時に退職手当を支給し、その後の再雇用に

あたっては退職手当を支給しない。  

（退職金共済契約）  

第３条 退職手当の支給は、協会が各職員について独立行政法人勤労者退職金共済機構

（以下「中退共」という。）との間に退職金共済契約を締結することによって行う

ものとする。  

２ 新たに雇い入れた職員については、試用期間を経過し、本採用となった月に中退

共と退職金共済契約を締結する。  

３ 退職金共済契約は、職員ごとに、その基本給の額に応じ、別表に定める掛金月額

によって締結し、毎年４月に掛金を調整する。  

（掛金納付の停止）  

第４条 休職期間及び業務上の負傷又は疾病以外の理由による欠勤がその月の所定労

働日数の２分の１を超えた期間は、中退共の掛金納付を停止する。  

（退職手当の額）  

第５条 退職手当の額は、掛金月額と掛金納付月数に応じ中小企業退職金共済法（昭和

３４年法律第１６０号）に定められた額とする。  

（退職手当の減額）  

第６条 職員が懲戒解雇をされた場合には、中退共に退職手当の減額を申し出ることが

ある。 

（退職手当の支給）  

第７条 退職手当は、職員（職員が死亡したときは遺族）に交付する「退職金共済手帳」

により、中退共から支給を受けるものとする。  

２ 職員が退職又は死亡したときは、やむを得ない理由がある場合を除き、本人又は

遺族が遅滞なく退職手当を請求できるよう、速やかに「退職金共済手帳」を本人又

は遺族に交付する。  

 



（遺族の範囲及び順位）  

第８条 前条に規定する遺族は、次に掲げる者とする。  

（１）配偶者（届出をしていないが、職員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情に

あった者を含む。）  

（２）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員の死亡当時主としてその収入によっ

て生計を維持していたもの  

（３）前号に掲げる者のほか、職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維持

していた親族  

（４）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第２号に該当しないもの  

２ 前項に掲げる者が退職手当を受ける順位は、同項各号の順位により、第２号及び

第４号に掲げる者のうちにあっては、同号に掲げる順位による。この場合において

は、父母については、養父母を先にし実父母を後にし、祖父母については、養父母

の父母を先にし実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし父母の実父母を後に

する。  

３ 退職手当の支給を受けるべき同順位の者が２人以上ある場合には、その人数によ

って等分して支給する。  

４ 前各項により退職手当を支給する場合には、職員と遺族の続柄又は関係を証明す

る書類を提出させることができる。  

（改廃）  

第９条 この規程を改廃する場合は、理事会の承認を得て行うものとする。  

（委任）  

第１０条 この規程に定めるもののほか、職員の退職手当に関し必要な事項は、会長が

別に定める。  

 

附 則  

 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第３条関係） 

基本給月額 掛金月額 

160,000円未満 8,000円 

160,000円から

200,000円未満 

10,000円 

200,000円から

240,000円未満 

12,000円 

240,000円から

280,000円未満 

14,000円 

280,000円から

320,000円未満 

16,000円 

320,000円から

360,000円未満 

18,000円 

360,000円から

400,000円未満 

20,000円 

400,000円以上 22,000円 

 

 


